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Ⅰ 事業概況 

 

林業の発展を支え、県民ニーズに対応した安全・安心な食料の安定供給を図るため、流通・加工

・販売までを見通した試験研究を総合的に実施し、県民生活や生産現場に即した実用性の高い応用

技術の開発を進めるとともに、開発した技術の伝達を図った。 

平成 28 年度は、新規１課題を含む９課題の試験研究を実施した。 

これを、平成２７年５月に策定された埼玉県農林水産業試験研究推進方針の大柱ごとにみると、

「Ⅰ 環境変化に対応し安定生産が可能となる栽培管理技術の開発」１課題、「Ⅱ 県オリジナル

品種（埼玉ブランド）となる新品種の育成・普及」１課題、「Ⅴ 地域に根ざした生産技術の研究

・指導の推進」２課題、「Ⅵ 調査研究」５課題に区分される。 

これらの研究で得られた成果や技術情報は、学会等で公表するとともに、マスメディア等多様な

方法で広報した。また、指導者や生産者、一般消費者を対象とした成果発表会や研修会、講習会を

開催するとともに、ホームページを積極的に活用し迅速・広範な伝達に努めた。 

県民に開かれた研究機関として、生産者、一般県民、児童・生徒等の見学・視察の受入れ、各種

相談活動、講師や審査員の派遣など、施設の公開や技術、人材の活用を図った。  

研究員の資質の向上を図るため、国の研修制度等を活用した派遣研修を実施するとともに、学会

やシンポジウム、専門分野の会議等に研究員を派遣した。 
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Ⅱ 沿革・組織 

 

１ 森林研究室の沿革 

 

昭和32年 4月1日に設置条例が公布・施行され、33年2月1日に庶務係・研究係及び指導 
     係の職員が配置され、3月29日落成式を挙行（寄居町鉢形） 

   34年 4月5日に第10回植樹行事並びに国土緑化大会が挙行され、場内で天皇・皇后 
      両陛下によるお手播 
   35年 係から課に改組 
   39年 11月に皇太子殿下及び同妃殿下が御来臨 
   42年 10月に両陛下が再度行幸啓 
   46年 3月には講堂兼資料室を整備。庶務課、造林保護部及び育種部に改組、林木育種 
      に関する試験研究と事業の一体的推進体制を整備。さらに、きのこ栽培実験室を 
      設置 
   59年 きのこ研究の育種部を育種林産部に改称 
平成12年 県内の農林水産試験研究機関が統合され、埼玉県農林総合研究センター森林支所 
     が発足、庶務担当・森林機能担当及び林産・加工担当に改組 

   15年 埼玉県農林総合研究センター森林研究所に改称、きのこ研究が茶業特産研究所中 
      山間営農担当に組み込まれ、林産・加工担当を木材加工担当に改称 
   17年 きのこ研究が森林研究所に改組され、木材加工担当を木材加工・林産担当に改称 
   18年 本所機能（熊谷市久保島）、森林研究所（寄居町）及び園芸研究所植木担当（深 
      谷市）を江南町須賀広（現熊谷市）に移転、森林研究所と植木担当を統合し、森 
      林・緑化研究所長（職制）、森林・緑化担当及び木材利用・林産担当を設置 

    27年 埼玉県農林総合研究センターを農業・茶業・水産及び森林・林業の４分野に分割、 
     森林・緑化研究所は緑化（植木）分野を廃止し、寄居林業事務所（寄居町寄居） 
     に移転。 
     森林研究室長（職制）、森林環境担当及び育種・森林資源担当を設置 

 

２ 土地（平成 28 年 4 月 1 日現在） 
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土地名称 面積 

上の原採種園（採種園、試験圃場、管理棟、種子乾燥棟） 15,214㎡ 

山の神採種園（採種園、試験林） 20,851㎡ 

名栗試験林（立木、地上権等） 25,853㎡ 



                                        Ⅱ 沿革・組織 

- 3 - 

 

３ 埼玉県寄居林業事務所及び森林研究室の組織図（平成 28 年 4 月 1 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 職員数（現員：平成28年4月1日現在） 

  
 職員数 

研究職 技能職 合 計 

森林研究室 5(1)  3     8(1)  

 管理・企画・研究 2     -     2     

森林環境担当  2(1)  1     3(1)  

 育種・森林資源担当 1     2      3     

   （ ）は再任用で内数 
 

総務・森林保全担当

間伐・森林循環・木材利用推進担当

治山・森林管理道担当

森林技術・林業支援担当

森林環境担当

育種・森林資源担当

室　長

副所長

担当部長

次　長

担当部長

所 長

担当部長

担当部長

森林研究室
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Ⅲ 試験研究の実施状況 

 

１ 各研究分野における試験研究の実施概要 

(1) 森林環境担当 

  森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、森林の適正管理及び林業経営、森林の多様性の評価・維持、森

林業害虫及び獣害対策に関する４課題を実施した。 

  森林・林業への影響が問題になっているニホンジカの生息数調査や効率的に捕獲するためのGPSを用いた個体の移

動パターンの把握や簡易な捕獲技術の開発等に取り組んだ。人工林伐採後に自然再生力を活用して利用可能な広葉樹

を早期に育成する技術やコナラ林の最適な更新方法を明らかし低コストで育成する技術を確立するため多様な試験地

を設定し調査を実施した。また、森林の持つ多面的機能の維持に関連して、針広混交林化や広葉樹林化のための施業

を実施した林分を対象とした森林資源モニタリング調査の実施や希少野生生物（サワトラノオ)の保存を行った。 

 

(2) 育種・森林資源担当 

花粉症対策と低コスト造林を推進するため、コンテナ苗木生産技術の開発、スギ・ヒノキの遺伝的改良、採種園管

理の確立、また、きのこなど特用林産物の栽培技術に関する５課題を実施した。 

コンテナ苗木生産技術の開発では、県内造林地における標準コンテナ苗植栽試験及びコンテナ苗生産手法改良試験

を実施した。花粉症対策ヒノキ・スギ品種の普及拡大のための技術開発では、花粉症対策・施業低コスト化のための

優良種苗生産システムの開発に取り組んだ。優良種苗の確保などでは、造林用苗木生産のための花粉症対策スギ・ヒ

ノキ種子の供給及び種子の安定供給のための採種園の管理、花粉発生源の調査などの事業を行った。また、特用林産

物ではマイタケ原木栽培における収穫期の遅延技術開発に取り組んだ。 

 



Ⅲ－２　試験研究課題一覧

大柱Ⅰ　環境変化に対応し安定生産が可能となる栽培管理技術の開発

　(1)　気象変動に対応する生産技術開発

　(2)　病害虫、野生鳥獣等の被害管理技術の開発

No. 課　　題　　名 担  当
研究

開始年
研究

終了年

1 ニホンジカ捕獲効率向上のための技術開発 森林環境担当 H27 H31

　(3)　農産物の安全性を高める技術の開発

大柱Ⅱ　県オリジナル品種（埼玉ブランド）となる新品種の育成・普及

　(1)　県の特性、産地振興の視点に立った品種育成

　(2)　品種開発の加速化と普及定着化が一体となった育種の推進

No. 課　　題　　名 担  当
研究

開始年
研究

終了年

2 花粉症対策・施業低コスト化のための優良種苗生産システムの開発 育種・森林資源担当 H24 H28

大柱Ⅲ　土地利用型農業における大規模低コスト・高収益な生産技術の開発

　(1)　農林産物の省力化・快適作業化・低コスト生産技術の開発

　(2)　農林産物を高品質・安定供給する生産技術の開発

大柱Ⅳ　生産効率が高く、付加価値の高い農産物生産技術の開発

　(1)　生育、環境制御による高品質生産技術の確立

　(2)　おいしさや機能性を追求した農産物の生産技術開発

大柱Ⅴ　地域に根ざした生産技術の研究・指導の推進

　(1)　産地振興を図る生産管理技術等の開発

No. 課　　題　　名 担  当
研究

開始年
研究

終了年

3 森林の循環利用を促進する埼玉型コンテナ苗木生産技術の確立 育種・森林資源担当 H27 H31

4 低コスト広葉樹林更新技術の確立 森林環境担当 H28 H32

　(2)　実需者ニーズを捉えた新たな加工技術の開発

大柱Ⅴ　調査研究

No. 課　　題　　名 担  当
研究

開始年
研究

終了年

5
受託試験事業
(スギ花粉発生源調査事業)

育種・森林資源担当 H26

6
令達事業　野生生物保護事業
（ニホンジカ生息数等調査、サワトラノオ維持・増殖）

森林環境担当 H21

7
令達事業　森林計画推進事業
（森林資源モニタリグ調査）

森林環境担当 H27 H28

8 令達事業　採種園運営事業 育種・森林資源担当 S34

9
令達事業　森林の担い手育成対策事業
（マイタケ原木栽培における収穫期の遅延実証試験）

育種・森林資源担当 H27 H28

２　試験研究課題一覧
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３ 試験研究課題の取組概要  

 

１ ニホンジカ捕獲効率向上のための技術開発 

  前年度に設置した捕獲柵にスリット式及びワイヤーメッシュ式のワンウェイゲートを各 2

基、ICT を利用した自動捕獲システム 1 基を設置し、エサで誘引した。 

  確実にスリット式ワンウェイゲートから 25 回の侵入が確認でき、侵入したシカの性別は

メス 22 回（幼獣含む）、オス 3 回となっていた。 

  また、ワイヤーメッシュ式では開口幅 12cm 以上で脱出されることがあったが、スリット

式では脱出は一度も確認されなかった。 

  捕獲柵により 2016 年 10 月から 2017 年 1 月にかけてオスジカ 1 頭（No.1)とメスジカ 2 頭

（No.2 及び No.3)を生体捕獲したが、No.1 のオスジカは、移動範囲が広く追跡できなくなる

可能性があったことから、体重や体長等を測定し耳標のみ装着して放逐した。 

  No.2 と No.3 のメスジカには GPS 首輪と耳標を装着して放逐し、その後、可能な限り GPS

による位置情報を受信して詳細な滞在場所を把握した。 

  No.2 は、1 月末以降、移動範囲が極端に狭くなり、3 月に死体を確認し、首輪を回収した。

No.3 は捕獲場所付近の数 100m 程度の範囲に滞在していたが、3 月 7 日から移動しはじめ、3

月 9 日から 3 月末までは東秩父村皆谷地区から坂本地区にかけての地域に滞在していた。 

 

２ 花粉症対策・施業低コスト化のための優良種苗生産システムの開発 

  人工交配により得られた実生を苗畑で育苗後 2 成長期経過時点での苗高データに線形混合

モデルを当てはめ、品種ごとに初期成長の育種価を求めた。交配親となった各品種の育種価

から、初期成長の良い少花粉スギ品種を開発する場合、愛甲２号、比企１号や河沼１号を雄

親・雌親に使うことが有効であると考えられた。また、生育調査を行った苗木の一部で雄花

生産性調査としてジベレリン処理後、目視により雄花の着き具合を６段階で評価した結果、

交配組合せ間で雄花生産性（指数）に差が認められたものの、全体的に低く、同年の県内ス

ギ林分における雄花着花指数と比べても低くなった。  

  スギ大苗植栽試験については植栽後 5 成長期が経過した時点の成長量について調査した。

苗畑での育苗間隔 15・30 及び 45cm で生産したスギ実生苗木では、植栽時は育苗間隔 45・30

＞15 ㎝の順で苗高が大きかったが、4 成長期経過後では苗高は並ぶことが明らかになった。 

  5 年間の成果として、２世代少花粉精英樹群を育成する過程で得られた人工交配を効率的

に実施するための知見およびスギ大苗植栽に関する知見まとめ、「優良種苗生産マニュアル」

を作成した。 

 

３ 森林の循環利用を促進する埼玉型コンテナ苗木生産技術の確立 

  平成 27 年度に植栽した 3 造林地（5 調査区）において植栽後 2 成長期経過後の苗高成長

量を調査した結果、調査区によって差が認められた。また、新たに 2 造林地 4 植栽区におい

てコンテナ苗の植栽を行った。 

  コンテナ苗生産手法の改良試験では平成 27 年に植え付けた苗については肥料添加量（1

・2g/ポット）を変え、2 成長期目の成長量を測定した。さらに、土壌改良剤（ココピート
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オールド）に鹿沼土の添加量(20・40％)と肥料添加量(5・10・25g/ℓ）を変えた肥料試験区

を設けた。各容器には播種して 2 ヶ月の芽生えを植え付け、１成長期の成長量を測定した。 

 

４ 低コスト広葉樹林更新技術の確立 

  施業効果の調査では斜面下部の坪刈り区で樹高・根元径ともに成長がみられた一方、放置

区では根元径に変化はなく、雑草等の被圧により傾斜して樹高が低下していた。また自然に

更新してきた木本植物は放置区では最大 8 種 64 個体であったのに対して、坪刈り区では 15

種 112 個体となっていた。 

  秩父市、飯能市、日高市、美里町及び神川町の調査地点 5 カ所でのナラ枯れ危険度調査で

は、全ての調査地点でカシノナガキクイムシは捕獲されなかった。 

  コナラ林伐採地における伐根の萌芽調査の結果、若年生の株はいずれの調査地でも 100%

近い萌芽率であったのに対し、50 年生前後では 26～73％と調査地によって大きく異なって

いた。萌芽率は林齢及び株直径が大きくなるにつれて低くなる傾向があった。 

過去に繰り返し萌芽更新により再生してきた林分では一株当たりの幹本数が多い傾向が

みられ、高めの位置で伐採して複数の幹断面を残すことで萌芽数を多くすることが可能と考

えられた。萌芽の発生位置については株直径が大きくなると断面付近からの萌芽は少なくな

り、幹からの割合が高くなっていた。複数の調査地で萌芽本数と萌芽根元径及び萌芽本数と

萌芽高の間にはそれぞれ正の相関があった。 

  既設萌芽調査地での初期成長量調査の結果、萌芽株数は伐採後 3 年目まで減少し、萌芽本

数は萌芽 3 年目以降減少していた。 

 

５ スギ花粉発生源調査事業 

  スギ雄花観測定点 45 ヶ所各 40 本の雄花着生量を 11 月下旬から 12 月上旬に観測した。平

成 28 年度の雄花指数（雄花着花量と比例）は例年（過去 15 年間の平均）の 97%だった。 

 

６ ニホンジカ生息数等調査、サワトラノオ維持・増殖 

  比企郡ときがわ町大字上雲地内等において区画法（目撃法）によりニホンジカの生息数な

どを調査した。予備調査時にはニホンジカ２頭を確認したが、本調査時には確認できなかっ

た。足跡や剥皮害などの痕跡は多数確認した。 

  希少植物サワトラノオ保護のため、株の管理を実施した。  

 

７ 森林資源モニタリング調査 

  日高市高麗本郷ほかの計４調査地で、針広混交林誘導検証調査を実施した。 

 

８ 採種園運営事業 

  花粉の少ないスギ・ヒノキの優良種子を採取し、7.0kg を苗木生産者の団体に譲与した。

また、花粉の少ないスギ・ヒノキの採種園やスギミニチュア採種園の管理を行った。 

 

 



Ⅲ－３ 試験研究課題の取組概要 
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９ マイタケ原木栽培における収穫期の遅延実証試験 

  標高 150m および 780m の試験地で、平成 27 年 8 月下旬および平成 28 年 8 月上旬に枠で囲

んだ榾木の埋設地を半透明ビニールシートで被覆し、未被覆との子実体収穫時期の比較調査

をおこなった。なお、9 月上旬に一部の埋設地で菌塊まで排土し、乾燥した赤玉土および排

排土した赤玉土で再覆土した処理区を設けた。また、土壌水分や地上部の温・湿度など基本

条件を調査した。なお、試験地の設定・調査はマイタケ原木生産者と共同で実施した。 

  標高 150m と 780m で初収穫に６日の差があり、気温・地温が 20℃を割って約 10 日が目安

であった。 780m はほぼ毎日霧がまき、最高湿度が 100％となった。開口の大きい被覆では収

穫期の遅延効果が少なかった。 

  標高 150m では、被覆により収穫が長期となる傾向であり、このため対照区に比べ、10 日

以上の遅延は可能であった。しかし、排土・乾燥赤玉土覆土区では収穫が早まった。前年か

らの長期被覆区は同試験地の対照区に比較し、20 日以上収穫が遅延した。また、被覆により

子実体の品質が向上した。 
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Abst ract  Af ter  the accident at  the Fukushima Dai ichi  Nuclear Power Plant  in Ma rch 

2011, radiocesium concentrat ion in the f ru i t ing body of  Phol iota microspora  showed 

a higher t rend than those in the f ru i t ing body of  other  mushroom species in the 

open bed- log cul t ivat ion.  Therefore,  we started a bed - log cul t ivat ion exper iment 

wi th Phol iota microspora  using Chamaecypar is obtusa  wood at  the beginning of  Apr i l  

2013 in Tokigawa Town, Sai tama Prefecture.  In each of  the 5 di f ferent  forest  s i tes, 

we establ ished 3 plots:  1)  non - processed p lot  (control ) ,  2)  topsoi l  (0 - 5cm) removal  

p lot ,  and 3) bed- log covered wi th cheesecloth plot .  The  f ru i t ing bodies were 

harvested in October and November 2014. In a f resh f ru i t ing body harvested f rom 

one bed- log in the non - processed plot ,  1 3 4 + 1 3 7Cs concentrat ion was 45 Bq/ kg,  but  the 

mean value of  the non - processed plot  was 13 Bq/ kg.  Therefore,  f ru i t ing bodies 

harvested there were safe to be consumed as food.  1 3 4 + 1 3 7Cs concent rat ion in the f resh 

f ru i t ing bodies grown in the topsoi l  removal  p lot  was  s igni f icant ly  d i f ferent  f rom 


